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令和５年５月８日から新型コロナウィルスが５類感染症に変更され、令和 6 年度も人流が活

発な状態を取り戻したと考えています。ロシア・ウクライナ戦争の長期化やイスラエル・ハ

マス戦争、物価価格の高騰と円高など想定外の要因も少なくない年度になりました。令和 7

年度も世の中の流れを予測することは難しいですが、本施設の設置目的に沿った業務ができ

るように努めたいと考えています。 

令和 7 年度は、以下 2 点を重点として管理運営を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）職員配置  

   以下を配置します。 

職 名 氏 名 年齢 備考（資格・経歴など） 

総 括 責 任 者 
松井 亮 

（正規職員） 
44 

■プール業務経験 26 年   

■防火管理者   

■普通救命講習受講  

受付スタッフ① 
佐藤 千恵美 

（パート） 
59 

■前指定管理会社からの継続雇用者 

(当該業務歴 8 年) 

受付スタッフ② 
中野 知子 

 （パート） 
57 

■前指定管理会社からの継続雇用者 

(当該業務歴 8 年) 

※必要に応じて、公共施設活用事業に配置している人員や本社からの応援を行います。 

 

（２）開館時間など 

   開館日・開館時間については、河内長野市立三日市市民ホール条例及び同条例施行規則に

定めるとおりとします。臨時的に変更する必要が生じた場合には、条例第７条、第８条の規

定に基づき、別途、市と協議させていただきます。 

 

 

 

■法令を遵守しながら、受付業務・貸館業務等を適切に実施することができるかを検証 

■安全・安心な施設環境を提供するための職員配置 

■休 館 日 毎月第２火曜日 および 12 月 29 日から１月３日まで 

■開館時間 午前９時から午後 10 時 

１．はじめに 

２．管理運営体制 
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 なお、多目的ホール・会議室および音響設備一式などの備品の使用料については、 

  条例第 12 条別表のとおり徴収し、市に納付します。 

 

（３）職員研修  

職員の資質向上のため、令和 7 年度は以下の職員研修を実施します。なお、職員研修

の一部は、休館日である第２火曜日を活用します。 

 

 

 

 

また、職員が管理運営に必要な資格取得や講習受講を行う場合には、その費用の全部

もしくは一部を当社が負担し、自己啓発を支援します。 

 

 

 

（１）平等利用  

 ａ）責任者の任命・職員研修の実施  

総括責任者を平等利用の責任者とし、毎月、受付、利用許可、接遇、広報などが公平・

平等に行われているかどうかチェックします。万一、平等利用に反する事案が発見さ

れれば、直ちに改善するとともに本社や市に報告します。 

  また、平等利用の意味や定義などの理解を図るため、人権研修・ユニバーサルデザ

イン研修を実施します。 

ｂ）高齢者・障がい者などが利用しやすい施設づくり   

これまで以上に高齢者・障がい者が利用者しやすい施設づくりを目指し、受付に耳マ

ークを設置するとともに、案内表示のチェックを行い、必要に応じて、わかりやすい

表示に改善します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■指定管理業務基本研修  ■防火・防災訓練  ■緊急対応研修 

■接遇研修  ■苦情対応研修  ■人権研修・ユニバーサルデザイン研修 

■個人情報保護研修  ■情報管理研修 

３．利用者対応 
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（２）利用者の要望等の把握  

ａ）利用者の要望把握   

   利用者の要望把握については、以下の手法で実施します。 

利用者相 談窓口の 設置 

■事務室内に利用者のご意見・ご要望などを受け付 

 ける窓口を設置します。 

利用者アンケート（常設） ■ご意見箱を設置します。 

利用者アンケート（特別） Web アンケートを実施します。（年 1 回実施予定） 

   

なお、収集したご意見・ご要望等は、本社も含めて、対応策を協議・検討し、速やかに実

行します。 

 

ｂ）苦情対応  

   苦情対応については、当社が作成している苦情対応マニュアルに基づき、以下のとお

り対応します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① まず、未然防止する。 

② 万一、苦情等が発生した場合は、内容を正確に把握する。 

③ 苦情等の内容は書面で記録し、現場職員全員で情報共有するとともに、本社 

の幹部会に速やかに報告する。 

④ 本社の幹部会で再発防止策・改善策を検討・決定し、迅速に実行する。 

⑤ 再発防止策・改善策が適切に機能しているかの事後チェックを実施する。 
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（３）規程・マニュアルの活用  

  令和 4 年度に整備した以下の規程、マニュアルを引き続き活用して、円滑な管理運 

営を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現金取扱規程    ■個人情報保護規程   

■情報公開規程    

■緊急対応マニュアル    

■接遇マニュアル    

■苦情対応マニュアル    

■個人情報保護マニュアル  

■情報管理マニュアル    

■緊急時の心肺蘇生法・ＡＥＤの使い方 

 

⑮ 改善措置の検証 

⑯ より一層の改善 

措置の検討 ⑪ 指示 

⑩ 報告 

② 不快にさせたお詫び 

③ 言い分を聞く 

④ 事実確認 

⑤ 言い分の整理・分解 

⑥ できることの実施 

⑦ すぐできないこと 

は後日回答 

利用者等 

本 社 

 

        
河内長野市 

 

① 苦 情 

一 

次 

対 

応 

⑧ 苦情報告 

   書の提出 
⑨ 改善策の協議・検討 

⑫ 改善措置の実行 

⑬ 
改
善
措
置
の
報
告
・
お
礼
状
の
送
付 

二 

次 

対 

応 

⑭ 掲示場で公表 

【参考：苦情対応フロー図】 

改善が継続的に進む仕組みの構築 

現場事務所 
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（１）利用促進  

ａ）利用促進方針（目標）の策定  

施設の利用促進目標を以下のとおり定めます（カッコ内は令和 5 年 4 月〜3 月実績）。 

そして、目標については、毎月、本社で進捗管理を行います。 

 

 

 

ｂ）営業担当の設置  

   本社統括部長（政田）を当施設の営業担当とし、河内長野市内外の事業所、団体等に、

適宜、訪問営業を行います。 

ｃ）情報発信  

   当施設を紹介するホームページ（公共施設活用事業と一体となったもの）を活用  

し、情報発信を行います。 

 

（２）サービス向上策  

ａ）親切・ていねいな接遇  

接遇マニュアルを活用し、親切・ていねいな接遇を行います。 

 

（３）自主事業  

   開催につきましては、これまでの状況を踏まえ、適宜、検討します。 

 

 

 

 

 

 利用者に安全・快適に施設を利用していただくため、以下の方針に基づき、適切な維

持管理・安全管理を行います。 

 

 【維持管理・安全管理の基本的な方針】 

 

 

 

 

令和 7 年度   利用者数目標  26,364 人（22,520 人） 

          利用件数目標  1,601 件（  1,502 件） 

■維持管理計画を策定し、これに基づき計画的に業務を行います。 

■安全・安心を最優先する維持管理を行います。 

■その他適正な維持管理・安全管理を行います。 

４．利用促進・サービス向上策 

５．維持管理・安全管理 
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（１）計画的な業務実施  

 計画的に維持管理業務を行います。また、本社幹部会議において、維持管理に関する統

括、進捗管理などを行います。 

 

（２）安全・安心を最優先する維持管理   

      維持管理業務においては、利用者の安全・安心を最優先に業務を行います。具体的に

は、以下の措置を講じます。 

ａ）点検体系の確立  

施設・設備・備品等の破損防止や不具合を原因とする事故防止のため、点検体系を

確立し、組織的・網羅的な点検を行います。 

【点検体系】 

日常点検 日常点検チェックリストなどに基づき日常的に実施する点検 

定期点検 法令、業務仕様書等に基づき定期的に実施する点検 

臨時点検 災害（地震・台風など）発生後に施設の安全を確認する点検 

緊急点検 他施設で事故発生時に同様の事故発生を防止するために行う点検 

 

ｂ）予防保全の実施  

部品交換などは不具合が発生してから実施するのではなく、予防保全、すなわち原

則として不具合発生前に行います。 

 

ｃ）適正な日常清掃  

   日常清掃を徹底し、快適な施設環境を提供します。 

 

（３）安全管理   

維持管理業務以外でも、高い水準の安全管理を行います。 

ａ）防火対策  

   防火管理者の配置、職員の防火管理者講習受講、施設内巡回、タコ足配線の禁止等を

行います。 

（４）緊急対応   

ａ）緊急対応方針・防火対策  

   令和２年 10 月に提出した事業計画書に記載している当社の緊急対応方針を、当施設

でも適用するとともに、防火・防災訓練、緊急対応研修を行います。 

ｂ）ＡＥＤの訓練  

   ＡＥＤ操作の訓練を実施します（緊急対応研修の中で実施します）。また、年１回の

訓練では、操作法が身につくとは限らないので、当社が作成している小冊子「緊急時の

心肺蘇生法・ＡＥＤの使い方」を職員に配布し「スキマ時間」に読むように指示するこ
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とで、知識の定着を図ります。 

ｃ）危機管理体制の整備  

 万一の災害・事故等発生時の対応については、公共施設活用事業の職員・スタッフを

含めた対応計画である緊急対応マニュアルを策定し、迅速かつ適切に対応します。 

 また、当施設だけでなく、本社も危機管理体制に移行します。なお、本社および当施

設の職員・スタッフの役割は、令和２年 10 月に提出した事業計画書のとおりです。 

ｄ）保険への加入  

   以下を限度額とする施設賠償責任保険に加入します。 

施設賠償責任保険 ■身体１名２億円・１事故５億円 ■１事故 500 万円 

傷 害 保 険 
■死亡・後遺障がい 100 万円  ■入院日額 1,500 円 

■通院日額 1,000 円        
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（税込み、単位：円） 

 予 算 額 内    訳 備 考 

収入合計（Ａ）  5,865,000   

項

目 

使用料収入    

物品販売収入    

その他収入    

指定管理料     5,865,000   

支出合計（Ｂ）   5,044,000   

項 

 

目 

人 件 費   3,500,000 

正規及びパート複数名 

（公共施設活用事業負担分以外） 

 

 

事 務 費    400,000 消耗品費、印刷費、通信運搬費など  

事 業 費     60,000 講師謝金、主催事業会場使用料など  

管 理 費     329,000 修繕費、保険料など  

光 熱 水 費    1,576,000 
R2 申請時以降の光熱費の単価上昇等を反映 

 
 

そ の 他    

収支（Ａ）－（Ｂ） 
         

5,865,000 
  

 

６．収支予算 


